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評価基準等 
（令和６年３月 14日以降の公告から適用） 

１ 評価項目・配点一覧表 

評 価 項 目 
標準型 簡易型 特別簡易型 

別表 1 
別表２ 
(建築) 

別表３ 
(土木) 

別表４ 
(土木) 

別表５ 
(舗装) 

ア  企業
の技術力 

(ｱ)工事実績 2 2 - - - 
(ｲ)工事成績 2 4 4 4 4 
(ｳ)表彰 1 1 1 1 1 
(ｴ)労働災害防止対策 1 2 2 2 2 
(ｵ)重機保有状況 - - 2 2 - 
(ｶ)専門工種の施工機械
自社保有状況 

- - - - 1 

小 計 6 9 9 9 8 

イ  配置
予定技術
者の能力 

(ｱ)資格・経験 1 1 2 2 2 
(ｲ)工事成績 - 3 4 4 2 
(ｳ)工事経験 3 2 - - - 
(ｴ)表彰 1 2 2 2 - 
(ｵ)継続教育(CPD)の状況 1 1 1 1 - 

小 計 6 9 9 9 4 

ウ 地域
社会貢献
等 

(ｱ)災害時における活動
実績等 

1 2 1 1 1 

(ｲ)道路除雪の実績又は 
建築物の修繕実積 

1 - 2 2 2 

(ｳ)地域内拠点 2 2 2 2 2 
(ｴ)労働福祉 1 2 2 2 - 
△(ｵ)若手技術者の育成 - 1 1 1 1 
△(ｶ)市内業者の活用 1 2 - - - 

小 計 6 9 8 8 6 
特別簡易型 加算点の上限 - - - 26 18 

エ 企業
倫理や信
頼性等 

(ｱ)品質確保の確実性 -5 -5 -5 -5 -5 
(ｲ)入札契約に関する不
当な働きかけ 

-1 -1 -1 -1 -1 

(ｳ)総合評価の不履行 -3 -3 -3 -3 -3 
(ｴ)指名停止措置等 -1 -1 -1 -1 -1 

小 計 -10 -10 -10 -10 -10 
オ 簡易
な施工計
画 

(ｱ)設計図書の範囲内で
施工上配慮すること 

- 3 3 - - 

小 計 - 3 3 - - 
簡易型 加算点の上限 - 30 29 - - 

カ 技術
提案 

(ｱ) 工事目的物の品質確
保に関する事項、現場状
況に適合した施工上の課
題に関する事項等 

16 - - - - 

ヒアリング -1 - - - - 
小 計 16 - - - - 

標準型 加算点の上限 34 - - - - 
※ △ / オプション項目「(ｵ)若手技術者の育成」、「(ｶ)市内企業の活用」 
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別表１ 
【標準型】委員会が適当と認める建設工事に適用          (加算点の上限 34点) 

 

ア 企業の技術力                               (6) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)工事実績 
 過去 15年度間に完成した同種工事

の施工実績 

より同種性の高い工事の

施工実績がある。 
2 

/2 同種性が認められる工事

の施工実績がある。 
1 

上記以外 0 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 3 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事で過去 2(5)年度間

及び当該年度の工事成績評定点の平

均点 

 当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83 点以上(算出対象工事

が複数件) 
2 

/2 

83 点以上(算出対象工事

が 1件のみ) 
1.5 

80点以上 83点未満 1 

77点以上 80点未満 0.5 

77点未満、又は、実績が

ない。 
0 

(ウ)表彰 

(優良工事等) 

 過去 3(5)年度間及び当該年度に土

木(建築)分野で佐渡市優良工事表彰

を受けたことがある、又は、過去 3(5)

年度間及び当該年度に土木(建築)分

野で新潟県優良工事表彰若しくは新

潟県優良工事証を受けたことがある。 

有 1 

/1 

無 0 

(エ)労働災害防止

対策 

 建設業労働災害防止協会へ加入し

ている。 

有 0.5 
/0.5 

無 0 

建設業労働安全衛生マネジメント

システム又は労働安全衛生マネジメ

ントシステムを導入している。 

有 0.5 
/0.5 

無 0 
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イ 配置予定技術者の能力                           (6) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格・経験 

主任(監理)技術者の保有する資格 

 

 建築一式工事においては、「１級

土木施工管理技士等」を「１級建築

施工管理技士」に、「技術士等」を「１

級建築士」に読み替える。 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 10年以上 

1 

/1 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 10年未満 

0.75 

1 級土木施工管理技士等

又は、技術士等の経験年

数が 5年未満 

0.5 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 3年未満 

0.25 

上記以外 0 

(ウ)工事経験 
 過去 15年度間に完成した同種工事

の施工経験 

より同種性の高い工事に

おいて、主任(監理、特例

監理)技術者、又は現場代

理人として従事 

3 

/3 同種性が認められる工事

において、主任(監理、特

例監理)技術者、又は現場

代理人として従事 

1.5 

上記以外 0 

(エ)表彰 

(優秀技術者等) 

 過去 3(5)年度間及び当該年度に土

木(建築)分野で佐渡市優秀技術者表

彰を受けたことがある、又は、過去

3(5)年度間及び当該年度に土木(建

築)分野で新潟県優秀技術者表彰若し

くは新潟県優秀技術者証を受けたこ

とがある。 

有 1 

/1 

無 0 

(オ)継続教育(CPD)

の状況 

配置予定技術者に係る継続教育

(CPD)の単位を各団体推奨単位以上取

得。(証明日が基準日の前月末日から

過去 1年以内であること。単位取得証

明期間は、基準日の前月末日から過去

1年以内の日付が含まれていること。) 

推奨単位以上取得 1 

/1 

無 0 
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ウ 地域社会貢献等                             (6) 
評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)災害時におけ
る活動実績等 

災害時に備えて締結した各種協定
で、基準日現在有効期間中であるもの
がある。(国、県、市のもの。協定締結
団体への加入を含む。) 
土木一式工事の場合は、配点配分を 
１点とする。 

有 0.5 

/0.5 

無 0 

新潟県被災建築物応急危険度判定士
の雇用 
 建築一式工事の場合に適用する。 

2以上雇用 0.5 

/0.5 1人雇用 0.25 

無 0 

(イ)道路除雪の実
績【土木一式工事の
場合】 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日ま
でに契約済み)に市内における国・県・
市管理道路の除雪契約実績がある。 

道路除雪作業委託を締結

し、除雪路線を受け持って

いる。 

1 

/1 上記以外で道路除雪作業委

託を締結している。 
0.5 

実績なし 0 

(イ)建築物の修繕
実積【建築一式工事
の場合】 

 
過去 5年度間及び当該年度（基準日ま
で）に完了した佐渡市が所有・管理す
る建築物における修繕実績がある。 
 

緊急時における修繕実績あり 1 

/1 維持修繕実績あり 0.5 

実績なし 0 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 
 
 土木(建築)一式工事においては、そ
の他の営業所であっても 30 人以上の
従業員(佐渡市に住所を有する者で直
接的かつ恒常的な雇用関係にあるも
のに限る。)を有するときは市内の主
たる営業所とみなす。 

主たる営業所(本社)が市
内に存在する。 

2 

 /2 
主たる営業所(本社)が新
潟県内に存在する。 

1 

上記以外 0 

(エ)労働福祉 障がい者雇用及び労働環境状況 

基準日の直近の6月1日現在に

おいて、障がい者を法定雇用障

がい者数以上雇用している。又

は、基準日現在において法定雇

用義務は無いが障がい者を雇

用している。 

0.35 

/1 

育児休業制度及び介護休業制度

を就業規則等で規定している。 
0.25 

基準日の直近に通知された経

営事項審査の「その他の審査項

目（社会性等）」で、建退共、退

職一時金又は企業年金、法定外

労災補償制度の加入状況が、2

項目以上「有」に該当する。 

0.25 

ハッピー・パートナー企業(新

潟県男女共同参画推進企業)の

登録がある。 

0.15 
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(カ)市内業者の活
用 

市内業者の活用の有無 

1 次下請負人を市内業者か

ら 2社以上選定し、かつ、建

設業以外の業務等を 3 社以

上市内業者に発注する。 

1 

/1 
1 次下請負人を市内業者か

ら 1社選定し、かつ、建設業

以外の業務等を 3 社以上市

内業者に発注する。 

0.5 

下請負人等を市内業者か
ら選定しない。又は上記
以外 

0 

 

エ 企業倫理や信頼性等(減点項目)                      (-10) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)品質確保の確

実性 

本工事における入札で低入札価格

調査基準価格を下回る価格で応札 

低入札価格調査基準価格

を下回る価格 
-5 /-5 

(イ)入札契約に関

する不当な働きか

け 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に「佐渡市入札・契約事務に関す

る不当な働きかけへの対応要領」によ

る公表等の措置を受けたことがある。 

公表等の措置を受けた。 -1 /-1 

(ウ)総合評価の不

履行 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に完成、引渡し済みの工事にお

いて、技術資料の内容の不履行が確認

されたことがある。 

配置予定技術者の不履行 -1 /-1 

市内業者の活用の不履行 -1 /-1 

簡易な施工計画、技術提

案の不履行 
-1 /-1 

(エ)指名停止措置

等 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に佐渡市から指名停止等の措置

を受けたことがある。 

指名停止、文書注意、口頭

注意 
-1 /-1 

 
 
カ 技術提案                                 (16) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)工事目的物の
品質確保に関する
事項、現場状況に適
合した施工上の課
題に関する事項等 
 
(標準指定課題数 2) 

市が指定した評価項目に係る技術提
案に基づく施工計画等 

提案毎に評価を行い、加
算点は提案毎の点数の合
計とする。 
・提案数値による定量評価 
・提案内容に対する定性評価 

(優/良/可/不可の判定、等) 

評価基準、配点は、工事毎に設

定する。 

16 
～ 
0 

/16 

不適切、又は、未記載 失格 

ヒアリング 
【必要に応じて実施】 

技術提案の有効性や適切性を確認することを目的に、評価後、施工計画の記載内
容についてヒアリングを行う。その場合、説明等が不十分な場合は、評点から 1点
を減じる。 
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別表２ 

設計金額１億２千万円以上の建築一式工事に適用         (加算点の上限 30点) 

 

ア 企業の技術力                                (9) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)工事実績 
 過去 15年度間に完成した同種工事

の施工実績 

より同種性の高い工事の

施工実績がある。 

 

2 

/2 
同種性が認められる工事

の施工実績がある。 
1 

上記以外 0 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 3 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事で過去 5 年度間及

び当該年度の工事成績評定点の平均

点 

 当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83 点以上(算出対象工事

が複数件) 
4 

/4 

83 点以上(算出対象工事

が 1件のみ) 
3 

80点以上 83点未満 2 

77点以上 80点未満 1 

77点未満、又は、実績が

ない。 
0 

(ウ)表彰 

(優良工事等) 

 過去 5 年度間及び当該年度に建築

分野で佐渡市優良工事表彰を受けた

ことがある、又は、過去 5年度間及び

当該年度に建築分野で新潟県優良工

事表彰若しくは新潟県優良工事証を

受けたことがある。 

有 1 

/1 

無 0 

(エ)労働災害防止

対策 

 建設業労働災害防止協会へ加入し

ている。 

有 1 
/1 

無 0 

建設業労働安全衛生マネジメント

システム又は労働安全衛生マネジメ

ントシステムを導入している。 

有 1 
/1 

無 0 
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イ 配置予定技術者の能力                           (9) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格・経験 主任(監理)技術者の保有する資格 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 10年以上 

1 

/1 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 10年未満 

0.75 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 5年未満 

0.5 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 3年未満 

0.25 

上記以外 0 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 3 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事における過去 5 年

度間及び当該年度における主任(監

理)技術者、又は、現場代理人として完

成した直近 2 件の工事成績評定点の

平均点 

当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83点以上 3 

/3 80点以上 1.5 

上記以外 0 

(ウ)工事経験 
 過去 15年度間に完成した同種工事

の施工経験 

より同種性の高い工事に

おいて、主任(監理、特例

監理)技術者、又は現場代

理人として従事 

2 

/2 同種性が認められる工事

において、主任(監理、特

例監理)技術者、又は現場

代理人として従事 

1 

上記以外 0 

(エ)表彰 

(優秀技術者等) 

 過去 5 年度間及び当該年度に建築

分野で佐渡市優秀技術者表彰を受け

たことがある、又は、過去 5年度間及

び当該年度に建築分野で新潟県優秀

技術者表彰若しくは新潟県優秀技術

者証を受けたことがある。 

有 2 

/2 

無 0 

(オ)継続教育(CPD)

の状況 

配置予定技術者に係る継続教育

(CPD)の単位を各団体推奨単位以上取

得。(証明日が基準日の前月末日から

過去 1年以内であること。単位取得証

明期間は、基準日の前月末日から過去

1年以内の日付が含まれていること。) 

推奨単位以上取得 1 

/1 

無 0 
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ウ 地域社会貢献等                             (9) 
評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)災害時におけ
る活動実績等 

災害時に備えて締結した各種協定
で、基準日現在有効期間中であるもの
がある。(国、県、市のもの。協定締結
団体への加入を含む。) 

有 1 
/1 

無 0 

 新潟県被災建築物応急危険度判定
士の雇用 

2以上雇用 1 
/1 1人雇用 0.5 

無 0 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 
 
 建築一式工事においては、その他の
営業所であっても 30 人以上の従業員
(佐渡市に住所を有する者で直接的か
つ恒常的な雇用関係にあるものに限
る。)を有するときは主たる営業所と
みなす。 

主たる営業所(本社)が市
内に存在する。 

2 

/2 

主たる営業所(本社)が市
内に存在しない。 

0 

(エ)労働福祉 障がい者雇用及び労働環境状況 

基準日の直近の6月1日現在に

おいて、障がい者を法定雇用障

がい者数以上雇用している。又

は、基準日現在において法定雇

用義務は無いが障がい者を雇

用している。 

0.75 

/2 

育児休業制度及び介護休業制度

を就業規則等で規定している。 
0.5 

基準日の直近に通知された経

営事項審査の「その他の審査項

目（社会性等）」で、建退共、退

職一時金又は企業年金、法定外

労災補償制度の加入状況が、2

項目以上「有」に該当する。 

0.5 

ハッピー・パートナー企業(新

潟県男女共同参画推進企業)の

登録がある。 

0.25 

(オ)若手技術者の
育成 

主任(監理)技術者に 40 歳未満の者
を配置 

有 1 
/1 

無 0 

(カ)市内業者の活
用 

市内業者の活用の有無 

1 次下請負人を市内業者
から 2 社以上選定し、か
つ、建設業以外の業務等
を 3 社以上市内業者に発
注する。 

2 

/2 
1 次下請負人を市内業者
から 1 社選定し、かつ、
建設業以外の業務等を 3
社以上市内業者に発注す
る。 

1 

下請負人等を市内業者か
ら選定しない。 

0 

 



9 

 

エ 企業倫理や信頼性等(減点項目)                      (-10) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)品質確保の確

実性 

本工事における入札で低入札価格

調査基準価格を下回る価格で応札 

低入札価格調査基準価格

を下回る価格 
-5 /-5 

(イ)入札契約に関

する不当な働きか

け 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に「佐渡市入札・契約事務に関す

る不当な働きかけへの対応要領」によ

る公表等の措置を受けたことがある。 

公表等の措置を受けた。 -1 /-1 

(ウ)総合評価の不

履行 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に完成、引渡し済みの工事にお

いて、技術資料の内容の不履行が確認

されたことがある。 

配置予定技術者の不履行 -1 /-1 

市内業者の活用の不履行 -1 /-1 

簡易な施工計画の不履行 -1 /-1 

(エ)指名停止措置

等 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に佐渡市から指名停止等の措置

を受けたことがある。 

指名停止、文書注意、口頭

注意 
-1 /-1 

 

 

オ 簡易な施工計画                                                          (3) 

(ア)設計図書の範
囲内で施工上配慮
すること 

当該工事を設計図書の範囲内で
施工する上で重点的に配慮すべき
ことを求める。 

現場条件を踏まえて配慮すべ
き事項の記述が具体的で適切
である提案が 3事項。 

3 

/3 

現場条件を踏まえて配慮すべ
き事項の記述が具体的で適切
である提案が 2事項。 

2 

現場条件を踏まえて配慮すべ
き事項の記述が具体的で適切
である提案が 1事項。 

1 

具体的で適切である提案が 1
事項もない。(一般的な記述に
とどまっているが、不適切な
内容ではない。) 

0 

不適切、又は、未記載 失格 
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別表３ 

設計金額１億２千万円以上の土木一式工事に適用         (加算点の上限 29点) 

 

ア 企業の技術力                                (9) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 3 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事で過去 2 年度間及

び当該年度の工事成績評定点の平均

点 

 当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83 点以上(算出対象工事

が複数件) 
4 

/4 

83 点以上(算出対象工事

が 1件のみ) 
3 

80点以上 83点未満 2 

77点以上 80点未満 1 

77点未満、又は、実績が

ない。 
0 

(ウ)表彰 

(優良工事等) 

 過去 3 年度間及び当該年度に土木

分野で佐渡市優良工事表彰を受けた

ことがある、又は、過去 3年度間及び

当該年度に土木分野で新潟県優良工

事表彰若しくは新潟県優良工事証を

受けたことがある。 

有 1 

/1 

無 0 

(エ)労働災害防止

対策 

 建設業労働災害防止協会へ加入し

ている。 

有 1 
/1 

無 0 

建設業労働安全衛生マネジメント

システム又は労働安全衛生マネジメ

ントシステムを導入している。 

有 1 
/1 

無 0 

(オ)重機保有状況 建設機械の保有状況(土木系) 

5台以上 2 

/2 1台以上 5台未満 1 

上記以外 0 
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イ 配置予定技術者の能力                           (9) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格・経験 主任(監理)技術者の保有する資格 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 10年以上 

2 

/2 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 10年未満 

1.5 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 5年未満 

1 

1 級土木施工管理技士等

又は、技術士等の経験年

数が 3年未満 

0.5 

上記以外 0 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 3 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事における過去 3 年

度間及び当該年度における主任(監

理)技術者、又は、現場代理人として完

成した直近 2 件の工事成績評定点の

平均点 

当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83点以上 4 

/4 
80点以上 2 

上記以外 0 

(ウ)表彰 

(優秀技術者等) 

 過去 3 年度間及び当該年度に土木

分野で佐渡市優秀技術者表彰を受け

たことがある、又は、過去 3年度間及

び当該年度に土木分野で新潟県優秀

技術者表彰若しくは新潟県優秀技術

者証を受けたことがある。 

有 2 

/2 

無 0 

(エ)継続教育(CPD)

の状況 

配置予定技術者に係る継続教育

(CPD)の単位を各団体推奨単位以上取

得。（証明日が基準日の前月末日から  

過去 1 年以内であること。単位取得証

明期間は、基準日の前月末日から過去 

1 年以内の日付が含まれていること。) 

推奨単位以上取得 1 

/1 

無 0 
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ウ 地域社会貢献等                             (8) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)災害時におけ

る活動実績等 

災害時に備えて締結した各種協定

で、基準日現在有効期間中であるもの

がある。(国、県、市のもの。協定締結

団体への加入を含む。) 

有 1 

/1 

無 0 

(イ)道路除雪の実

績 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

までに契約済み)に市内における国・

県・市管理道路の除雪契約実績があ

る。 

道路除雪作業委託を締結

し、除雪路線を受け持っ

ている。 

2 

/2 
上記以外で道路除雪作業

委託を締結している。 
1 

無 0 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 

 

 土木一式工事においては、その他の

営業所であっても 30 人以上の従業員

(佐渡市に住所を有する者で直接的か

つ恒常的な雇用関係にあるものに限

る。)を有するときは主たる営業所と

みなす。 

主たる営業所(本社)が市

内に存在する。 
2 

/2 

主たる営業所(本社)が市

内に存在しない。 
0 

(エ)労働福祉 障がい者雇用及び労働環境状況 

基準日の直近の6月1日現在に

おいて、障がい者を法定雇用障

がい者数以上雇用している。又

は、基準日現在において法定雇

用義務は無いが障がい者を雇

用している。 

0.75 

/2 

育児休業制度及び介護休業制

度を就業規則等で規定してい

る。 

0.5 

基準日の直近に通知された経

営事項審査の「その他の審査項

目（社会性等）」で、建退共、退

職一時金又は企業年金、法定外

労災補償制度の加入状況が、2

項目以上「有」に該当する。 

0.5 

ハッピー・パートナー企業(新

潟県男女共同参画推進企業)の

登録がある。 

0.25 

(オ)若手技術者の

育成 

主任(監理)技術者に 40 歳未満の者

を配置 

有 1 
/1 

無 0 
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エ 企業倫理や信頼性等(減点項目)                      (-10) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)品質確保の確

実性 

本工事における入札で低入札価格

調査基準価格を下回る価格で応札 

低入札価格調査基準価格

を下回る価格 
-5 /-5 

(イ)入札契約に関

する不当な働きか

け 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に「佐渡市入札・契約事務に関す

る不当な働きかけへの対応要領」によ

る公表等の措置を受けたことがある。 

公表等の措置を受けた。 -1 /-1 

(ウ)総合評価の不

履行 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に完成、引渡し済みの工事にお

いて、技術資料の内容の不履行が確認

されたことがある。 

配置予定技術者の不履行 -1 /-1 

市内業者の活用の不履行 -1 /-1 

簡易な施工計画の不履行 -1 /-1 

(エ)指名停止措置

等 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に佐渡市から指名停止等の措置

を受けたことがある。 

指名停止、文書注意、口頭

注意 
-1 /-1 

 

 

オ 簡易な施工計画                                                          (3) 

(ア)設計図書の範
囲内で施工上配慮
すること 

当該工事を設計図書の範囲内で
施工する上で重点的に配慮すべき
ことを求める。 

現場条件を踏まえて配慮すべ
き事項の記述が具体的で適切
である提案が 3事項。 

3 

/3 

現場条件を踏まえて配慮すべ
き事項の記述が具体的で適切
である提案が 2事項。 

2 

現場条件を踏まえて配慮すべ
き事項の記述が具体的で適切
である提案が 1事項。 

1 

具体的で適切である提案が 1
事項もない。(一般的な記述に
とどまっているが、不適切な
内容ではない。) 

0 

不適切、又は、未記載 失格 
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別表４ 

設計金額３千万円以上１億２千万円未満の土木一式工事に適用 

(加算点の上限 26点) 

ア 企業の技術力                                (9) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 1 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事で過去 2 年度間及

び当該年度の工事成績評定点の平均

点 

 当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83 点以上(算出対象工事

が複数件) 
4 

/4 

83 点以上(算出対象工事

が 1件のみ) 
3 

80点以上 83点未満 2 

77点以上 80点未満 1 

77点未満、又は、実績が

ない。 
0 

(ウ)表彰 

(優良工事等) 

 過去 3 年度間及び当該年度に土木

分野で佐渡市優良工事表彰を受けた

ことがある、又は、過去 3年度間及び

当該年度に土木分野で新潟県優良工

事表彰若しくは新潟県優良工事証を

受けたことがある。 

有 1 

/1 

無 0 

(エ)労働災害防止

対策 

 建設業労働災害防止協会へ加入し

ている。 

有 1 
/1 

無 0 

建設業労働安全衛生マネジメント

システム又は労働安全衛生マネジメ

ントシステムを導入している。 

有 1 
/1 

無 0 

(オ)重機保有状況 建設機械の保有状況(土木系) 

5台以上 2 

/2 1台以上 5台未満 1 

上記以外 0 

 

  



15 

 

イ 配置予定技術者の能力                           (9) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格・経験 主任(監理)技術者の保有する資格 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 10年以上 

2 

/2 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 10年未満 

1.5 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等の経験年

数が 5年未満 

1 

1 級土木施工管理技士等

又は、技術士等の経験年

数が 3年未満 

0.5 

上記以外 0 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 1 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事における過去 3 年

度間及び当該年度における主任(監

理)技術者、又は、現場代理人として完

成した直近 2 件の工事成績評定点の

平均点 

当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83点以上 4 

/4 
80点以上 2 

上記以外 0 

(ウ)表彰 

(優秀技術者等) 

過去 3 年度間及び当該年度に土木

分野で佐渡市優秀技術者表彰を受け

たことがある、又は、過去 3年度間及

び当該年度に土木分野で新潟県優秀

技術者表彰若しくは新潟県優秀技術

者証を受けたことがある。 

有 2 

/2 

無 0 

(エ)継続教育(CPD)

の状況 

配置予定技術者に係る継続教育

(CPD)の単位を各団体推奨単位以上取

得。(証明日が基準日の前月末日から

過去 1年以内であること。単位取得証

明期間は、基準日の前月末日から過去

1年以内の日付が含まれていること。) 

推奨単位以上取得 1 

/1 

無 0 
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ウ 地域社会貢献等                             (8) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)災害時におけ

る活動実績等 

災害時に備えて締結した各種協定

で、基準日現在有効期間中であるもの

がある。(国、県、市のもの。協定締結

団体への加入を含む。) 

有 1 

/1 

無 0 

(イ)道路除雪の実

績 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

までに契約済み)に市内における国・

県・市管理道路の除雪契約実績があ

る。 

道路除雪作業委託を締結

し、除雪路線を受け持っ

ている。 

2 

/2 
上記以外で道路除雪作業

委託を締結している。 
1 

無 0 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 

 

主たる営業所の所在地は、地域貢献

地元企業にあっては、その認定地区と

する。 

 土木一式工事においては、その他の

営業所であっても 30 人以上の従業員

(佐渡市に住所を有する者で直接的か

つ恒常的な雇用関係にあるものに限

る。)を有するときは主たる営業所と

みなす。 

主たる営業所(本社)が工

事施工場所と同一の地区

内に存在する。 

2 

/2 

主たる営業所(本社)が工

事施工場所以外の市内に

存在する。 

1 

主たる営業所(本社)が市

内に存在しない。 
0 

(エ)労働福祉 障がい者雇用及び労働環境状況 

基準日の直近の6月1日現在に

おいて、障がい者を法定雇用障

がい者数以上雇用している。又

は、基準日現在において法定雇

用義務は無いが障がい者を雇

用している。 

0.75 

/2 

育児休業制度及び介護休業制度

を就業規則等で規定している。 
0.5 

基準日の直近に通知された経

営事項審査の「その他の審査項

目（社会性等）」で、建退共、退

職一時金又は企業年金、法定外

労災補償制度の加入状況が、2

項目以上「有」に該当する。 

0.5 

ハッピー・パートナー企業(新

潟県男女共同参画推進企業)の

登録がある。 

0.25 

(オ)若手技術者の

育成 

主任(監理)技術者に 40 歳未満の者

を配置 

有 1 
/1 

無 0 
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エ 企業倫理や信頼性等(減点項目)                      (-10) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)品質確保の確

実性 

調査基準価格を下回る額で入札を

行った者の、佐渡市発注工事における

過去 1 年度間及び当該年度(基準日ま

で)に完成、引渡し済みの工事の成績

評定点のうち最低の工事成績評定点 

65点未満 -5 /-5 

(イ)入札契約に関

する不当な働きか

け 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に「佐渡市入札・契約事務に関す

る不当な働きかけへの対応要領」によ

る公表等の措置を受けたことがある。 

公表等の措置を受けた。 -1 /-1 

(ウ)総合評価の不

履行 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に完成、引渡し済みの工事にお

いて、技術資料の内容の不履行が確認

されたことがある。 

配置予定技術者の不履行 -1 /-1 

市内業者の活用の不履行 -1 /-1 

簡易な施工計画の不履行 -1 /-1 

(エ)指名停止措置

等 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に佐渡市から指名停止等の措置

を受けたことがある。 

指名停止、文書注意、口頭

注意 
-1 /-1 
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別表５ 

設計金額３百万円以上の舗装工事に適用             (加算点の上限 18点) 

 

ア 企業の技術力                               (8) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 5 百万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事で過去 2 年度間及

び当該年度の工事成績評定点の平均

点 

 当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83 点以上(算出対象工事

が複数件) 
4 

/4 

83 点以上(算出対象工事

が 1件のみ) 
3 

80点以上 83点未満 2 

77点以上 80点未満 1 

77点未満、又は、実績が

ない。 
0 

(ウ)表彰 

(優良工事等) 

 過去 3 年度間及び当該年度に土木

分野で佐渡市優良工事表彰を受けた

ことがある、又は、過去 3年度間及び

当該年度に土木分野で新潟県優良工

事表彰若しくは新潟県優良工事証を

受けたことがある。 

有 1 

/1 

無 0 

(エ)労働災害防止

対策 

 建設業労働災害防止協会へ加入し

ている。 

有 1 
/1 

無 0 

建設業労働安全衛生マネジメント

システム又は労働安全衛生マネジメ

ントシステムを導入している。 

有 1 
/1 

無 0 

(カ)専門工種の施

工機械自社保有状

況 

自社保有又はリース(5年以上)のア

スファルトフィニッシャーで施工 

自社保有 1 

/1 リース(5年以上) 0.5 

なし 0 
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イ 配置予定技術者の能力                           (4) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格 主任(監理)技術者の保有する資格 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等で、かつ１

級舗装施工管理技術者 

2 

/2 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等で、かつ 

2級舗装施工管理技術者 

1.5 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等 
1 

上記以外の工事施工等に

係わる資格 
0 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 5 百万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事における過去 3 年

度間及び当該年度における主任(監

理)技術者、又は、現場代理人として完

成した直近 2 件の工事成績評定点の

平均点 

当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象 

83点以上 2 

/2 
80点以上 1 

上記以外 0 
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ウ 地域社会貢献等                               (6) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)災害時におけ

る活動実績等 

災害時に備えて締結した各種協定

で、基準日現在有効期間中であるもの

がある。(国、県、市のもの。協定締結

団体への加入を含む。) 

有 1 

/1 

無 0 

(イ)道路除雪の実

績 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

までに契約済み)に市内における国・

県・市管理道路の除雪契約実績があ

る。 

道路除雪作業委託を締結

し、除雪路線を受け持っ

ている。 

2 

/2 
上記以外で道路除雪作業

委託を締結している。 
1 

無 0 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 

 

主たる営業所の所在地は、地域貢献

地元企業にあっては、その認定地区と

する。 

 舗装工事においては、その他の営業

所であっても 10 人以上の従業員(佐

渡市に住所を有する者で直接的かつ

恒常的な雇用関係にあるものに限

る。)を有するときは主たる営業所と

みなす。 

主たる営業所(本社)が工

事施工場所と同一の地区

内に存在する。 

2 

/2 

主たる営業所(本社)が工

事施工場所以外の市内に

存在する。 

1.5 

主たる営業所(本社)が市

内に存在しない。 
1 

(オ)若手技術者の

育成 

主任(監理)技術者に 40 歳未満の者

を配置 

有 1 
/1 

無 0 
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エ 企業倫理や信頼性等(減点項目)                      (-10) 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)品質確保の確

実性 

調査基準価格を下回る額で入札を

行った者の、佐渡市発注工事における

過去 1 年度間及び当該年度(基準日ま

で)に完成、引渡し済みの工事の成績

評定点のうち最低の工事成績評定点 

65点未満 -5 /-5 

(イ)入札契約に関

する不当な働きか

け 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に「佐渡市入札・契約事務に関す

る不当な働きかけへの対応要領」によ

る公表等の措置を受けたことがある。 

公表等の措置を受けた。 -1 /-1 

(ウ)総合評価の不

履行 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に完成、引渡し済みの工事にお

いて、技術資料の内容の不履行が確認

されたことがある。 

配置予定技術者の不履行 -1 /-1 

市内業者の活用の不履行 -1 /-1 

簡易な施工計画の不履行 -1 /-1 

(エ)指名停止措置

等 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に佐渡市から指名停止等の措置

を受けたことがある。 

指名停止、文書注意、口頭

注意 
-1 /-1 
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２ 評価基準等の詳細 

 

(１) 用語の定義 

① 基準日  

評価基準日(以下、「基準日」という。)は、別に規定する場合を除き、入札公告日又は

入札執行通知日とする。 

  

② 過去○○年度間  

前年度から○○年度間 

   例:令和５年度における過去２年度間とは、令和３年度、令和４年度のこと。 

  

③ 請負金額  

消費税及び地方消費税相当額込みの金額をいう。 

 

(２) その他留意事項 

 ① 平均点の算出方法について 

   工事成績評定点の平均点の算出等において、小数点以下の端数が生じたときは、小数第

１位を切り捨て整数止めとする。 

  

② 配置予定技術者の能力に係る評価等について 

  ア 候補者数について 

    配置予定技術者は、３名まで候補者を挙げることができる。 

    配置予定技術者を複数名挙げる場合は、「資格・経験」、「工事成績」、「工事経験」、

「表彰」及び「継続教育(CPD)の状況」の５項目の評価の合計点が最も低い者について

評価する。 

   

イ 配置技術者について 

 受注者は、配置予定技術者として技術資料に記載した者を、契約後、主任技術者又は

監理技術者のいずれかとして配置しなければならない。 

 なお、配置予定技術者を複数名挙げた場合は、そのうち少なくとも１名を配置しなけ

ればならない。 

   

ウ 配置技術者の途中交代について 

    契約工期内における配置技術者の途中交代は、原則認めない。 

    ただし、病気、けが、退職、死亡等予測不可能なやむを得ない事情で変更を認める場合

(市の承認を得た上で配置予定技術者と同等以上の技術者を配置する場合)、産前産後休

業・育児休業又は介護休業により途中休業する場合は、この限りではない。 

    市の承認を得た上で配置予定技術者と同等以上の技術者を配置する場合は、やむを得

ない事情を証明する資料及び配置予定技術者と同等以上の技術者であることを証明する

資料を市に提出し、承認を得なければならない。 
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  エ 過去に在籍していた会社での実績の取扱い 

    過去に在籍していた会社での実績も評価対象とする。 

 

 ③ 共同企業体における評価について 

  ア 共同企業体で入札に参加する場合の評価対象者について 

    入札公告又は入札執行通知書で指示する場合を除き、原則、別表６のとおりとする。 

  

  イ 共同企業体の構成員として施工した工事における実績の評価対象について 

    入札公告又は入札執行通知書で指示する場合を除き、原則、別表７のとおりとする。 

 

  ウ 共同企業体における「企業倫理や信頼性等」の取り扱いについて 

    共同企業体において、「品質確保の確実性」、「入札契約に関する不当な働きかけ」、

「総合評価の不履行」及び「指名停止措置等」の評価項目に該当する場合は、共同企業

体及び全ての構成員が当該評価項目の減点の対象となる。 

 

 ④ 合併した企業の評価    

   合併した企業の評価は、合併以前の全ての企業の実績を引き継ぐものとして評価する。 
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ア 企業の技術力 

 

(ア)工事実績 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)工事実績 
 過去 15年度間に完成した同種工事

の施工実績。 

より同種性の高い工事の

施工実績がある。 

 

2 

/2 
同種性が認められる工事

の施工実績がある。 
1 

上記以外 0 

 
※ 工事実績は、CORINS(コリンズ)に登録されている元請工事を対象とする。 
※ 評価の対象となる発注機関及び同種工事の定義は、入札公告又は入札執行通知書に明示する。 
※ 証明書類：CORINS(コリンズ)の写し。 
 

(イ)工事成績 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額※1 5百万円以上

が対象) 

佐渡市発注工事で過去 2(5)年度間

及び当該年度の工事成績評定点の平

均点。 

 当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象。 

83 点以上(算出対象工事

が複数件) 
4 

/4 

83 点以上(算出対象工事

が 1件のみ) 
3 

80点以上 83点未満 2 

77点以上 80点未満 1 

77点未満、又は、実績が

ない。 
0 

※1 設計金額１億２千万円以上の建築一式工事、又は土木一式工事は、３千万円。 
   設計金額３千万円以上１億２千万円未満の土木一式工事は、１千万円。 
   設計金額３百万円以上の舗装工事は、５百万円。 
 

○ 標準型に適用 
評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 3 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事で過去 2(5)年度間

及び当該年度の工事成績評定点の平

均点。 

 当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象。 

83 点以上(算出対象工事

が複数件) 
2 

/2 

83 点以上(算出対象工事

が 1件のみ) 
1.5 

80点以上 83点未満 1 

77点以上 80点未満 0.5 

77点未満、又は、実績が

ない。 
0 

 
※ 評価内容欄の(数字)は、建築一式工事の場合。 
※ 対象工事は、同一業種、請負金額は、受注時又は変更時(履行)の指定工事請負金額以上

で、CORINS(コリンズ)に登録されたものを対象とする。 
※ 工事成績の平均点は、小数第１位を切り捨て整数止めとする。 
※ 評価項目等の確認は、市の保有する資料等により行う。 
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(ウ)表彰 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ウ)表彰 

(優良工事等) 

 過去 3(5)年度間及び当該年度に土

木(建築)分野で佐渡市優良工事表彰

を受けたことがある、又は、過去 3(5)

年度間及び当該年度に土木(建築)分

野で新潟県優良工事表彰若しくは新

潟県優良工事証を受けたことがある。 

有 1 

/1 

無 0 

 
※ 評価内容欄の( )内は、建築一式工事の場合。 
※ 企業の受賞実績(新潟県・佐渡市優良工事表彰、新潟県優良工事証)を評価する。 
※ 証明書類：表彰状、優秀技術者証の写し。 
 

(エ)労働災害防止対策 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(エ)労働災害防止

対策 

 建設業労働災害防止協会へ加入し

ている。 

有 1(0.5) /1 

(0.5) 無 0 

建設業労働安全衛生マネジメント

システム又は労働安全衛生マネジメ

ントシステムを導入している。 

有 1(0.5) /1 

(0.5) 
無 0 

 

※ 配点・得点欄の(数字)は、標準型を適用する場合。 
※ 建設業労働安全衛生マネジメントシステム(COHSMS、CompactCOHSMS)又は、労働安全衛生
マネジメントシステム(JISHA方式適格OSHMS、ISO45001)の認証について、建設分野の認証を
受けており、その認証取得を示す登録証の写しの提出により評価する。なお、登録証に適用
範囲が明示されていない場合は、付属書等、適用範囲がわかる資料を添付すること。また、
外国表記の場合は日本語訳を添付すること。 
本店を市外に有する場合は、従たる営業所が認証取得している場合に評価する。 
なお、従たる営業所が認証取得しておらず、従たる営業所を直接統括する支店等が認証取

得している場合は、認証取得している支店等が契約営業所を直接統括していることがわかる
資料を添付すること。 

※ 基準日現在において、加入又は導入しているものを評価する。 
※ 証明書類：加入、認定(認証)を証明する書類の写し。 
 

(オ)重機保有状況 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(オ)重機保有状況 建設機械の保有状況(土木系) 

5台以上 2 

/2 1台以上 5台未満 1 

上記以外 0 

 
※ 証明書類：基準日の直近に通知された経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書中の

建設機械の保有状況の写し。 
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(カ)専門工種の施工機械自社保有状況 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(カ)専門工種の施

工機械自社保有状

況 

自社保有又はリース(5年以上)のア

スファルトフィニッシャーで施工。 

自社保有 1 

/1 リース(5年以上) 0.5 

なし 0 

 
※ 自社保有又はリース(5年以上)のアスファルトフィニッシャーを現場に配置して施工が可

能である場合に評価する。 
※ 証明書類：自社保有機械を配置可能な場合は車検証の写し。車検証がない機械(クローラ

式・カタピラ式)の場合は、会社名等が確認できる固定資産台帳又は償却資産課
税台帳の写し。 

       リース契約の場合は、5年以上のリース契約期間を対象とし、その契約書の写
しと車検証の写し。なお、車検証がない機械(クローラ式・カタピラ式)の場合
は、会社名等が確認できる固定資産台帳又は償却資産課税台帳の写し。 

 

イ 配置予定技術者の能力 

 

(ア)資格・経験 
○ 設計金額３百万円以上の舗装工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格 主任(監理)技術者の保有する資格 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等で、かつ１

級舗装施工管理技術者。 

2 

/2 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等で、かつ 

2級舗装施工管理技術者。 

1.5 

1級土木施工管理技士等、

又は、技術士等。 
1 

上記以外の工事施工等に

係わる資格。 
0 

 
○ 設計金額３千万円以上１億２千万円未満の土木一式工事 

  ○ 設計金額１億２千万円以上の土木一式工事 
評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格・経験 主任(監理)技術者の保有する資格 

1級土木施工管理技士等、
又は、技術士等の経験年
数が 10年以上。 

2 

/2 

1級土木施工管理技士等、
又は、技術士等の経験年
数が 10年未満。 

1.5 

1級土木施工管理技士等、
又は、技術士等の経験年
数が 5年未満。 

1 

1 級土木施工管理技士等
又は、技術士等の経験年
数が 3年未満。 

0.5 

上記以外 0 
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○ 設計金額１億２千万円以上の建築一式工事又は標準型 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)資格・経験 

主任(監理)技術者の保有する資格 

 

土木一式工事においては、「１級建

築施工管理技士」を「１級土木施工管

理技士等」に、「１級建築士」を「技術

士等」に読み替える。 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 10年以上。 

1 

/1 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 10年未満。 

0.75 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 5年未満。 

0.5 

1級建築施工管理技士、又

は、１級建築士の経験年

数が 3年未満。 

0.25 

上記以外 0 

 
※ 基準日現在において、資格が有効であるものを評価する。 
※ 配置予定技術者の資格は、「建設業法」「建築士法」における１級の資格、及び「技術士

法」に基づく技術士を評価する。また、舗装工事においては、１級・２級舗装施工管理技術
者を評価する。 

  建設業法：１級土木施工管理技士又は１級建設機械施工技士、１級建築施工管理技士 
  建築士法：１級建築士 
  技術士法：建設部門(土木一式工事、舗装工事)、農業部門等(土木一式工事) 
※ 証明書類：資格者証等の写し。 
 
(イ)工事成績 
  ○ 設計金額３百万円以上の舗装工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 
(同一業種、請負金
額 5 百万円以上が
対象) 
 
 

佐渡市発注工事における過去 3 年
度間及び当該年度における主任(監
理)技術者、又は、現場代理人として完
成した直近 2 件の工事成績評定点の
平均点。 
当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの
ものを対象。 

83点以上 2 

/2 80点以上 1 

上記以外 0 

 
○ 設計金額３千万円以上１億２千万円未満の土木一式工事 
○ 設計金額１億２千万円以上の土木一式工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 
(同一業種、請負金
額※1 1千万円以上
が対象) 

佐渡市発注工事における過去 3 年
度間及び当該年度における主任(監
理)技術者、又は、現場代理人として完
成した直近 2 件の工事成績評定点の
平均点。 
当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの
ものを対象。 

83点以上 4 

/4 80点以上 2 

上記以外 0 
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※1 設計金額１億２千万円以上の土木一式工事は、３千万円。 
 
 ○ 設計金額１億２千万円以上の建築一式工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)工事成績 

(同一業種、請負金

額 3 千万円以上が

対象) 

佐渡市発注工事における過去 5 年

度間及び当該年度における主任(監

理)技術者、又は、現場代理人として完

成した直近 2 件の工事成績評定点の

平均点 

当該年度においては、基準日の前々

月の月末までに完成、引き渡し済みの

ものを対象。 

83点以上 3 

/3 80点以上 1.5 

上記以外 0 

 
※ 配置予定技術者の工事成績は、CORINS(コリンズ)に登録されている、以下のいずれかの工

事を対象とする。 
 ① 元請負人の主任技術者又は監理技術者として工事完成時に従事していた工事 
 ② 現場代理人として全工期(準備期間、後片付け期間、又は橋梁等の工場製作等の期間を

除く。)にわたって従事した工事 
※ 対象工事は、同一業種、請負金額は、受注時又は変更時の指定工事請負金額以上で、

CORINS(コリンズ)に登録されたものを対象とする。 
※ 工事成績の平均点は、小数第１位を切り捨て整数止めとする。 
※ 当該評価項目は、標準型を除き原則、必須とする。ただし、専門性の高い工事等、佐渡市

内の入札参加者が少ないと想定される場合は、設定しない場合がある。 
※ 証明書類：CORINS(コリンズ)の写し。 
 

(ウ)工事経験 

  評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ウ)工事経験 
 過去 15年度間に完成した同種工事

の施工経験。 

より同種性の高い工事に

おいて、主任(監理、特例

監理)技術者、又は現場代

理人として従事。 

2(3) 

/2(3) 同種性が認められる工事

において、主任(監理、特

例監理)技術者、又は現場

代理人として従事。 

1(1.5) 

上記以外 0 

 

※ 配点・得点欄の(数字)は、標準型を適用する場合。 

※ 評価の対象となる発注機関及び同種工事の定義は、入札公告又は入札執行通知書に明示す

る。 
※ 配置予定技術者の工事経験は、CORINS(コリンズ)に登録されている、以下のいずれかの工

事を対象とする。 
 ① 元請負人の主任技術者、監理技術者又は特例監理として工事完成時に従事していた工事 
 ② 現場代理人として全工期(準備期間、後片付け期間、又は橋梁等の工場製作等の期間を

除く。)にわたって従事した工事 
※ 証明書類：CORINS(コリンズ)の写し。 
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(エ)表彰 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ウ)表彰 

(優秀技術者等) 

過去 3(5)年度間及び当該年度に土

木(建築)分野で佐渡市優秀技術者表

彰を受けたことがある、又は、過去

3(5)年度間及び当該年度に土木(建

築)分野で新潟県優秀技術者表彰若し

くは新潟県優秀技術者証を受けたこ

とがある。 

有 2(1) 

/2(1) 

無 0 

 

※ 配点・得点欄の(数字)は、標準型を適用する場合。 
※ 評価内容欄の( )内は、建築一式工事の場合。 
※ 配置予定技術者の受賞実績(新潟県・佐渡市優秀技術者表彰、新潟県優秀技術者証)を評価

する。 
※ 証明書類：表彰状、優秀技術者証の写し。 
 

 (オ)継続教育(CPD)の状況 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(エ)継続教育(CPD)

の状況 

配置予定技術者に係る継続教育

(CPD)の単位を各団体推奨単位以上取

得。(証明日が基準日の前月末日から

過去 1年以内であること。単位取得証

明期間は、基準日の前月末日から過去

1年以内の日付が含まれていること。) 

推奨単位以上取得 1 

/1 

無 0 

 
※ 建設系 CPD協議会及び建築 CPD運営会議に属する各団体の推奨単位取得を証明する「単位

取得証明書」の証明日が基準日の前月末日から過去１年以内のものを評価する。 
※ 推奨単位には、各団体で１年、２年、５年等あるので、いずれの実績でも評価するが、証

明書が何年間の実績で申請しているのか明確にすること。 
※ なお、単位取得証明期間は、基準日の前月末日から過去１年以内の日付が含まれているこ

と。含まれていない場合は、評価しない。 
※ 証明書類：単位取得証明書の写し。(「CPD技術者証の写しとインターネットでの検索結果

の写し」で単位取得証明書に代えることはできない。各団体が発行する単位取得
証明書が添付されていない場合は、評価しないので留意すること。) 
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〔単位取得証明書の証明日と単位集計の例〕 

 
 団体の推奨単位を 20単位/年 とした場合(推奨単位については、各団体で年数・単位数が
複数設定されているので、提出した資料がいずれの推奨単位であるか明確にすること。) 
 
 
 

月 
２

月 

３

月 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 

1

月 

2

月 

3

月 

4

月 

 

取得単位 4  2  4  4  2   4  2 4  推奨単位:20/年の場合 
  

証明日 3月 4  2  4  4  2   4  ② 4 18単位⇒評価しない 

証明日 4月 4  2  4  4  2   4  2 ④ 20単位⇒評価する 

証明日 1月 4  2  4  4  2   ④  2 4 20単位⇒評価する 

 基準日の過去 1年 ○：証明書取得月 
 
 
参考：主な認定団体の推奨単位 

団体名 推奨単位 
(一社)全国土木施工管理技士会連合会 20ユニット/年 
(公社)土木学会 50単位/年 
(公社)日本技術士会 50CPD時間/年 
(公社)農業農村工学会 50CPD/年 
(公社)日本建築士会連合会 12単位/年 
(公財)建築技術教育普及センター 12認定時間/年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準日 
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ウ 地域社会貢献等 

 

(ア)災害時における活動実績等 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)災害時におけ

る活動実績等 

災害時に備えて締結した各種協定で、

基準日現在有効期間中であるものがあ

る。(国、県、市のもの。協定締結団体へ

の加入を含む。) 

有 1 

/1 

無 0 

 新潟県被災建築物応急危険度判定

士の雇用 

建築一式工事の場合に適用する。 

2以上雇用 1 

/1 1人雇用 0.5 

無 0 

 

 ○ 標準型に適用 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)災害時におけ

る活動実績等 

災害時に備えて締結した各種協定で、基準日

現在有効期間中であるものがある。(国、県、

市のもの。協定締結団体への加入を含む。) 

土木一式工事の場合は、配点配分を１点と

する。 

有 0.5 

/0.5 

無 0 

 新潟県被災建築物応急危険度判定

士の雇用 

 建築一式工事の場合に適用する。 

2以上雇用 0.5 

/0.5 1人雇用 0.25 

無 0 

 
※ 災害時に備えて締結した各種協定 

証明書類：国、県、市と災害時に備えて締結した協定書の写し、協定締結団体に加入して
いる証明書の写し等の書類。 

※ 基準日現在における新潟県被災建築物応急危険度判定士の雇用 
  証明書類：認定証の写し、社会保険被保険者証等の写し。 
 

(イ)道路除雪の実績 

   ○ 舗装工事及び土木一式工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)道路除雪の実

績 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

までに契約済み)に市内における国・

県・市管理道路の除雪契約実績があ

る。 

道路除雪作業委託を締結

し、除雪路線を受け持っ

ている。 

2(1) 

/2(1) 
上記以外で道路除雪作業

委託を締結している。 
1(0.5) 

なし 0 

 

※ 配点・得点欄の(数字)は、標準型を適用する場合。 
※ 除雪契約実績は、除雪シーズンを通じて、国・県・市管理道路の除雪路線を受け持ってい

る者、融雪剤散布作業、歩道除雪作業を行っている者を対象に評価する。 
※ 融雪剤散布作業若しくは歩道除雪作業のみを行っている者、又は融雪剤散布作業及び歩道除雪

作業を行っている者は、「上記以外で道路除雪作業委託を締結している」ものとして評価する。 

※ 証明書類：契約書の写し。 
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(イ)建築物の修繕実績 

  ○ 建築一式工事で標準型を適用する場合 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)建築物の修繕

実績 

 過去 5年度間及び当該年度（基準日

まで）に完了した佐渡市内が所有・管

理する建築物における修繕実績があ

る。 

緊急時における修繕実績

あり 
1 

/1 
維持修繕実積あり 0.5 

なし 0 

 

※ 緊急時における修繕実績は、災害時等における施設の応急対応や、設備故障等の緊急時に 

対応した実績を評価する。 

※ 維持修繕実績は、建築施設の維持管理のために行う修繕等の実積を評価する。 

  単純な部品の取換えは評価の対象としない。 

※ 証明書類：契約書又は指示書等の写し。 

 

 (ウ)地域内拠点 

○ 設計金額３百万円以上の舗装工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 

 

主たる営業所の所在地は、地域貢献

地元企業にあっては、その認定地区と

する。 

 舗装工事においては、その他の営業

所であっても 10 人以上の従業員(佐

渡市に住所を有する者で直接的かつ

恒常的な雇用関係にあるものに限

る。)を有するときは主たる営業所と

みなす。 

主たる営業所(本社)が工

事施工場所と同一の地区

内に存在する。 

2 

/2 
主たる営業所(本社)が工

事施工場所以外の市内に

存在する。 

1.5 

主たる営業所(本社)が市

内に存在しない。 
1 

 

○ 設計金額３千万円以上１億２千万円未満の土木一式工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 

 

主たる営業所の所在地は、地域貢献

地元企業にあっては、その認定地区と

する。 

 土木一式工事においては、その他の

営業所であっても 30 人以上の従業員

(佐渡市に住所を有する者で直接的か

つ恒常的な雇用関係にあるものに限

る。)を有するときは主たる営業所と

みなす。 

主たる営業所(本社)が工

事施工場所と同一の地区

内に存在する。 

2 

/2 
主たる営業所(本社)が工

事施工場所以外の市内に

存在する。 

1 

主たる営業所(本社)が市

内に存在しない。 
0 
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※ 地域貢献地元企業とは、佐渡市地域保全型工事要綱(平成 31年佐渡市告示第 27号)に規定
する地域貢献地元企業をいう。 

※ 工事施工場所と同一の地区とは、平成 16年３月１日以後の市町村合併における当該合併
前の市町村の区域をいう。 

 

○ 設計金額１億２千万円以上の土木一式工事、建築一式工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 

 

 土木一式工事(建築一式工事)にお

いては、その他の営業所であっても30

人以上の従業員(佐渡市に住所を有す

る者で直接的かつ恒常的な雇用関係

にあるものに限る。)を有するときは

主たる営業所とみなす。 

主たる営業所(本社)が市

内に存在する。 
2 

/2 

主たる営業所(本社)が市

内に存在しない。 
0 

 

  ○ 標準型に適用 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ウ)地域内拠点 

 主たる営業所(本社)の所在地 

 

 土木(建築)一式工事においては、そ

の他の営業所であっても 30 人以上の

従業員(佐渡市に住所を有する者で直

接的かつ恒常的な雇用関係にあるも

のに限る。)を有するときは市内の主

たる営業所とみなす。 

主たる営業所(本社)が市

内に存在する。 
2 

/2 主たる営業所(本社)が新

潟県内に存在する。 
1 

上記以外 0 

 
※ 評価項目等の確認は、市の保有する資料等により行う。 
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 (エ)労働福祉 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(エ)労働福祉 障がい者雇用及び労働環境状況 

基準日の直近の6月1日現在に

おいて、障がい者を法定雇用障

がい者数以上雇用している。又

は、基準日現在において法定雇

用義務は無いが障がい者を雇

用している。 

0.75 

(0.35) 

/2(1) 

育児休業制度及び介護休業

制度を就業規則等で規定し

ている。 

0.5 

(0.25) 

基準日の直近に通知された経

営事項審査の「その他の審査項

目（社会性等）」で、建退共、退

職一時金又は企業年金、法定外

労災補償制度の加入状況が、2

項目以上「有」に該当する。 

0.5 

(0.25) 

ハッピー・パートナー企業

(新潟県男女共同参画推進

企業)の登録がある。 

0.25 

(0.15) 

 

※ 配点・得点欄の(数字)は、標準型を適用する場合。 
※ 障がい者雇用：法定義務のある企業の場合 
   「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく法定雇用義務が達成されている場合に 

評価する。 
証明書類：公共職業安定所へ提出している障がい者雇用状況報告書(障害者の雇用促進等

に関する法律第 43条第５項、同施行規則第７・８条)の写し。(基準日の直近の
6月 1日現在(基準日が６月１日の場合は、その日)のもので、公共職業安定所が
確認済みのもの。) 

※ 障がい者雇用：法定義務のない企業の場合 
    基準日現在において、障がい者雇用が１名でもある場合に評価する。 
  証明書類：障がい者手帳の写しのほか、社員名簿、雇用台帳、社会保険被保険者証等の写

し等、障がい者雇用の状況がわかる書類。なお、障がい者手帳の写しについて
は、プライバシー保護の観点から顔写真及び障がい名を黒で塗りつぶすこと。 

※ 育児休業制度及び介護休業制度 
  基準日現在において、関係法令に基づく育児休業制度及び介護休業制度の規定がある就業

規則を対象に評価する。 
  証明書類：労働基準監督署に提出された就業規則の写し。 
※ 労働福祉の状況 

基準日の直近に通知された経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書中の「その他の 
審査項目（社会性等）」において、「建設業退職金共済制度加入の有無」、「退職一時金制度若 
しくは企業年金制度導入の有無」及び「法定外労働災害補償制度加入の有無」の項目が、２ 
つ以上「有」に該当すること。 

  証明書類：経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し。 
※ 基準日現在におけるハッピー・パートナー企業の登録 
  証明書類：登録証の写し。 
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(オ)若手技術者の育成 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(オ)若手技術者の

育成 

主任(監理)技術者に 40 歳未満の者

を配置 

有 1 
/1 

無 0 

※ 入札公告日又は入札執行通知日において、満 40歳をむかえていない者とする。 
※ 配置予定技術者を複数名挙げ、若手技術者の要件に該当しない者がいる場合、審査につい
ては当該評価しない。 

※ 当該評価対象となった工事において、やむを得ず若手技術者(40歳未満)が途中交代となる
場合は、変更後に若手技術者(40歳未満)の配置ができないとしてもペナルティを課さない。
(ただし、年齢以外の技術者の能力については、通常と同様、当初の配置予定技術者の評価
と同等以上の評価が必要となる。) 

    なお、やむを得ず途中交代となる場合とは、病気、死亡、退職等の特別な場合に限る。 
※ 受注者の責により若手技術者が配置されないと判断された場合は、工事成績評定を減ずる
等の措置を行う。 

※ 当該評価項目は、工事の発注規模や難易度等により設定しない場合がある。 
 

(カ)市内業者の活用 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(カ)市内業者の活

用 
市内業者の活用の有無 

1 次下請負人を市内業者

から 2 社以上選定し、か

つ、建設業以外の業務等

を 3 社以上市内業者に発

注する。 

2(1) 

/2(1) 
1 次下請負人を市内業者

から 1 社選定し、かつ、

建設業以外の業務等を 3

社以上市内業者に発注す

る。 

1(0.5) 

下請負人等を市内業者か

ら選定しない。 
0 

 

※ 配点・得点欄の(数字)は、標準型を適用する場合。 

※ 元請業者が建設業法第 2条 4項に規定する下請負契約において、市内に建設業法上の主た

る営業所を有する建設業者と１次下請負契約を締結し、かつ、市内に本社、本店等の主たる

営業所を有する業者に建設業以外の業務等を発注することを評価する。 

※ 評価対象は、建設工事の請負契約における１次請負業者とし、建設業以外の業務等にあっ

ては、測量、警備、資材・物品納入、運搬等の契約業者とする。 

※ 加点評価された場合は、履行確認が必要となるため、工事契約締結後から工事竣工までの

期間において、監督員が下請通知書、施工体制台帳、施工体系図、下請業者等との契約書

(元請業者による注文書、請書及び契約書等)及び現場監督業務の中で履行確認を行うものと

する。 

※ 市内企業の活用が受注者の責により履行できなかった場合は、工事成績評定を減ずる等の

措置を行う。 

※ 当該評価項目は、工事の発注規模や難易度等により設定しない場合がある。 
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エ 企業倫理や信頼性等(減点項目) 

 

(ア)品質確保の確実性 

○ 設計金額１億２千万円以上の土木一式工事、建築一式工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)品質確保の確

実性 

本工事における入札で低入札価格

調査基準価格を下回る価格で応札。 

低入札価格調査基準価格

を下回る価格 
-5 /-5 

 
○ 設計金額３千万円以上１億２千万円未満の土木一式工事 
○ 設計金額３百万円以上の舗装工事 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)品質確保の確

実性 

調査基準価格を下回る額で入札を

行った者の、佐渡市発注工事における

過去 1 年度間及び当該年度(基準日ま

で)に完成、引渡し済みの工事の成績

評定点のうち最低の工事成績評定点。 

65点未満 -5 /-5 

 

 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(イ)入札契約に関

する不当な働きか

け 

 過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に「佐渡市入札・契約事務に関す

る不当な働きかけへの対応要領」によ

る公表等の措置を受けたことがある。 

公表等の措置を受けた -1 /-1 

(ウ)総合評価の不

履行 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に完成、引渡し済みの工事にお

いて、技術資料の内容の不履行が確認

されたことがある。 

配置予定技術者の不履行 -1 /-1 

市内業者の活用の不履行 -1 /-1 

簡易な施工計画、技術提

案の不履行 
-1 /-1 

(エ)指名停止措置

等 

過去 2 年度間及び当該年度(基準日

まで)に佐渡市から指名停止等の措置

を受けたことがある。 

指名停止、文書注意、口頭

注意 
-1 /-1 

 
※ 複数の評価項目に該当する場合は、重複評価し減点を合算する。ただし、同一評価基準に 

おける複数の措置については、重複評価せず減点を合算しない。 
※ 技術資料に虚偽記載等明らかに悪質な行為があったと確認された場合は、当該入札を無効

とする。 
※ 総合評価の不履行は、履行確認表に記録するとともに、工事成績評定通知書に記載する。 
※ 指名停止措置等は、通知日で判断を行う。 
※ 評価項目等の確認は、市の保有する資料等により行う。 
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オ 簡易な施工計画 

 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)設計図書の範

囲内で施工上配慮

すること 

当該工事を設計図書の範囲内で施

工する上で重点的に配慮すべきこと

を求める。 

現場条件を踏まえて配慮す

べき事項の記述が具体的で

適切である提案が 3事項。 

3 

/3 

現場条件を踏まえて配慮す

べき事項の記述が具体的で

適切である提案が 2事項。 

2 

現場条件を踏まえて配慮す

べき事項の記述が具体的で

適切である提案が 1事項。 

1 

具体的で適切である提案が

1 事項もない。(一般的な記

述にとどまっているが、不

適切な内容ではない。) 

0 

不適切、又は、未記載 失格 

 
 簡易型の総合評価は、特別簡易型の評価基準等の評価項目にプラスして、現場の特性等を踏
まえた施工上配慮すべき事項を記した簡易な施工計画を提出させて評価する。 
現場の特性等を踏まえた施工上配慮すべき事項として設定する課題は、下表から１項目を市

が設定し、入札公告又は入札執行通知書に明示する。 
 
項 目 主な確認内容 課題設定の例示 

1.品質・出来

形管理 

各工種の管理基準、管理・試験方法、頻度、

位置、社内検査体制など 
「コンクリートの品質管理について」 

2.安全管理 

 各工種の安全装置、安全施設の配置状況、

作業中止基準、安全教育、現場点検計画、社

内現場安全点検など 

「出水期の安全管理について」 

3.施工方法 
 各工種に対応する工法の選定、施工順序、

任意仮設・仮施設の設置位置・方法など 
「基礎杭の施工について」 

4.資材管理  資材の運搬、現場管理方法、取扱方法など 「(特殊製品)の資材管理について」 

5.緊急時の体

制及び対応 

 緊急時の連絡方法、連絡必要関係機関・企

業、連絡系統、曜日・時間帯別体制など 

「想定される災害・事故の緊急時の体制及び

対応について」 

6.交通管理 

 交通誘導方法、標識・保安施設の設置状況、

工事車両の経路、期間、方法、交通誘導員の

配置など 

「交通規制に伴う渋滞対策について」 

7.環境対策 
 振動、騒音、粉塵、水質汚濁の対策方法、

希少動植物への配慮など 
「近接施設等に対する環境対策について」 

8.現場作業環

境の整備 

 現場事務所、休憩所及び現場周辺等の作業

環境の整備など 

「作業員に配慮した現場作業環境の整備に

ついて」 

9.再生資源の

利用促進 

 建設副産物処理方法、運搬・処理委託先、

確認方法など 
「建設発生土の利用方法について」 

10.その他  その他地域の特性を踏まえた課題など 「農繁期における施工上の配慮について」 

 
※ 運用基準で規定する簡易な施工計画の内容が白紙の場合等、不適正な場合とは、次のいず
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れかが認められた場合のことをいう。 
  「市が設定した課題とかけ離れている内容である。」、「白紙である。」、その他明らかに適正

でない。 
※ 提出様式等 様式第３号 
・ 現場の特性等を踏まえた施工上配慮すべき事項をＡ４版１枚で、2事項以上 3事項以下に
事項立てをし、簡潔、かつ、分かりやすく記述すること。(文字フォント 11ポイント以上、
行間隔や罫線枠等の書式変更は不可とする。) 

・ 3事項を超えた場合は、記載順に 3事項までを評価対象とし、以降の事項は評価対象とし
ない。 

・ 必要に応じ、説明図表を添付すること。(Ａ４版１枚を限度とする。) 
・ 仕様書、又は設計図書等に記載されているもの若しくは施工条件として提示されている
ものを、そのまま提案したものは評価の対象としない。 

  また、「必要に応じて・・。」「状況に応じて・・。」等の曖昧な表現は避けること。 
 
  記載例 
    事項数が明確となるように、「1 ○○について」と表題をつけ、次にその内容を記

載すること。 

1 ○○について 
・・・・(配慮事項)・・・・のため、・・・・(対応)・・・を行う。 

2 □□について 
・・・・(配慮事項)・・・・のため、・・・・(対応)・・・を行う。 

3 ◇◇について 
・・・・(配慮事項)・・・・のため、・・・・(対応)・・・を行う。 

 
※ 具体的な施工計画の提案に基づく設計変更は、原則として行わないものとする。 
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カ 技術提案                                  
評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

(ア)工事目的物の
品質確保に関する
事項、現場状況に
適合した施工上の
課題に関する事項
等 
 
(標準指定課題数 2) 

市が指定した評価項目に係る技術提
案に基づく施工計画等 

提案毎に評価を行い、加
算点は提案毎の点数の合
計とする。 
・提案数値による定量評価 
・提案内容に対する定性評価 

(優/良/可/不可の判定、等) 

評価基準、配点は、工事毎に設

定する。 

16 
～ 
0 

/16 

不適切、又は、未記載 失格 

ヒアリング 
【必要に応じて実施】 

技術提案の有効性や適切性を確認することを目的に、評価後、施工計画の記載内
容についてヒアリングを行う。その場合、説明等が不十分な場合は、評点から 1点
を減じる。 

 

 
標準型を適用する工事においては、施工上の特定の課題等について民間企業による技術提案

(施工計画)を募り、工事の品質確保・向上を期待するものである。 
 本市にとって最も有利な調達を行うためには、まず一義的にはより価値の高い工事を目指す
ことが求められる。特に、工事規模が大きく、難易度も高い工事では、市が示す標準的な仕様
に対して技術提案を求めることにより、民間企業の優れた技術力を活用し、公共工事の価値
(Value)をより高めることができる。 
 その結果、本市にとっては、工事目的物の性能・機能に関わる品質確保、環境の維持や交通
の確保といった社会的要請の高い事項への対応等の利益を享受することができる。 
このため標準型は、市が標準案(設計図書(共通仕様書、特記仕様書等を含む)で示す施工方

法等)に基づき算定した工事価格を予定価格とし、その範囲内で提案される施工上の工夫等の
技術提案(施工計画)を求めるものとする。 
 

【評価項目】 
 施工上の課題は、工事特性等により下表から設定し、入札公告又は入札執行通知書に明示す
る。 
  

評価項目 細目 

工事目的物の品質
確保に関する事項 

品質確保（向上）のための施工方法 

現場状況に適合し
た施工上の課題に
関する事項等 

環境の維持(水質汚濁、騒音・振動等) 

交通の確保(現道作業等) 

特別な安全対策(近接施工等) 
省資源対策またはリサイクル対策 
その他 

 
 なお、施工上の課題は、２課題の設定を標準とする。 
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【評価基準・評価点】 
○ 定量評価 
  評価項目の性能等の数値により点数を付与する数値方式とする。 
  評価は、提示された最高の性能等の数値に得点配分に応じた満点を、最低限の要求要件を
満たす性能等の数値に０点を付与する。また、その他の入札参加者が提示した性能等につい
ては、それぞれの性能等の数値に按分した点数を付与するものとする。 

  なお、按分した点数は少数点第３位までとし、少数点第４位を切り捨て３位止めとする。 
○ 定性評価 
 数値化が困難な評価項目に関しては、階層と判断基準を設け、判断基準に応じた点数を付与
する判定方式を標準とするものとし、評価項目ごとに階層数やその判定基準の設定を行い、入
札公告又は入札執行通知書に明示する。 
 なお、標準とする５段階の階層とした場合の評価割合、評価点及び判断基準は次のとおりと
する。 
   

１項目８点を満点とした場合 
 ・「Ⅴ」: 100% : ８ : 非常に優れた内容の技術提案(施工計画)である。 
 ・「Ⅳ」:  75% : ６ : Ⅴ・Ⅲの中間の技術提案(施工計画)である。 
 ・「Ⅲ」:  50% : ４ : 標準案よりも優れた提案(施工計画)である。 
 ・「Ⅱ」:  25% : ２ : Ⅲ・Ⅰの中間の技術提案(施工計画)である。 
  ・「Ⅰ」:   0% : ０ : 標準案と同程度の技術提案(施工計画)である。 
・「無効」: 未提出、白紙である。又は全ての提案が不適切(不採用又は施工不可)であるも

の。 
  
【評価方法】 
 ○ 技術提案(施工計画)は、標準案又は資料提出者の各技術提案に対して、期待される効果   

の有効性・適切性等を比較し評価するものとする。 

 ○ 技術提案(施工計画)は、必要に応じ説明図表等を含めることができるが、これらを含め 

１課題あたりＡ４版２頁以内とする。 

   なお、２頁を超えた場合、評価対象は２頁目までに記載されている内容とし、３頁目以  

降に記載された内容は、加点評価対象としない。 

 ○ 提案項目数は、１課題あたり４項目以下とし、入札公告又は入札執行通知書で指定す

る。 

○ 提案項目は、記載の順に１以上４以下(指定提案項目数が上限)に項目立てをし、通し番

号がついていること。評価対象は指定提案項目数までの提案項目とし、これを超えた提案

項目は加点評価対象としない。 

なお、指定項目数に満たない提案であっても、無効とするものではないが、評価の関係

から指定項目数まで記載した方が望ましい。 

○ １つの提案項目は、１つの着目対象(○○対策、等)に限って記載されていなければなら

ない。１つの提案で複数の着目対象に対する効果を記載している場合は、当該提案項目を

加点評価対象としない。 

○ １つの提案項目に対する具体的な施工計画(提案内容)は、施工条件及び工事の特性等を 

考慮のうえ、提案項目とした着目対象に関して効果を発現させるための実施方法が１つ記

載されている場合に評価する。 
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  なお、主たる提案技術が明確に記述されていない場合や、曖昧な表現及び「共通仕様

書、特記仕様書に基づき施工」等の簡易に表現されている場合は、加点評価対象としな

い。 

○ 必ず記載することと指定した提案項目がある場合は、指定された番号を付して提案項目

が記載されていなければならない。指定した番号に異なる提案項目が記載されている場合

は、指定番号の提案項目は加点評価対象としない。 

○ 提案項目の評価は以下を参考に行うものとする。 

⋙「○」: 加点評価の対象となる提案項目 

① 標準案に対し内容が適切かつ具体的で、効果が期待できる提案について加点評価 

する。 

② 加点評価した提案のうち、より効果の発現が高いと期待できる提案は、優位な評

価とすることができる。 

③ 標準案に対し内容が適切かつ具体的で、独自の視点から顕著に効果の発現が期待

できる提案についても、優位な評価とすることができる。 

 

⋙「－」: 加点評価の対象とならない提案項目 

    ① 標準案と同程度の提案 

     ・ 特記仕様書・設計図書に基づく施工 

     ・ 共通仕様書・関係法令等を遵守した施工 など 

    ② 一般的な提案 

    ③ 複数の着目対象に対する提案を１つの項目に記載された提案 

    ④ 複数の実施方法・付帯技術を記載した提案 など 

 

⋙「□」: 技術提案としては不採用とする提案項目 

     ① 他工事との調整や他機関等との協議を要するもの 

    ② 共通仕様書で定める設計図書の変更が伴うもの 

      ただし、変更内容が軽微であり、かつ効果が期待され、「設計図書で示す協議事項 

でないもの」、「工事目的物の変更が伴わないもの」の条件を満足するものは除く。 

     (設計図書の変更が伴うもので評価できない例) 

    ・ コンクリートの配合(セメントの種類、スランプ値等)等、設計図書で指定され

ている事項について変更するもの 

    ・ 配筋(鉄筋径、配筋位置等)等を変更することで、構造解析・応力検討が必要と

なるもの 

    ・ 場所打ちコンクリートからプレキャストに変更するもの等、設計図書で指定さ

れている事項について変更するもの 

    ・ 橋梁下部工にひび割れ誘発目地を追加するもの 

    ・ 指定仮設、指定工法を変更するもの など 

   ③ 提案の対象外としている提案(提案範囲外を含む) 

     ④ 具体的内容の確認ができないもの 

    ・ 具体的な実施範囲・条件等が明確に記載されていないもの 

    ・ 具体的な効果内容が確認できないもの 

   ⑤ 過度なコスト負担を要するもの 
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    ・ 必要以上の対策を講ずる提案(過剰な設備投資等) 

    ・ 効果の程度及びその範囲が適当でない提案(過剰な材料・配合及び工法等) 

       ・ その他(提案に要する費用が著しく高価なもの) 

   ⑥ その他、契約後に協議等により確認を必要とするもの 

 

⋙「×」: 施工不可とする提案項目 

   ① 施工に対する安全性への配慮にかけるもの 

② 関係法令に違反するもの 

   ③ 工事目的物の変更が伴うもの 

   ④ その他、適正な履行がなされない恐れがあるもの 

 

○ 受注者は、加点評価の対象とならない提案項目（「－」評価）についても履行義務を果

たすものとする。なお、受注後の施工計画書提出時に技術提案の実施について監督員と協

議し、標準案で施工することができる。 

   また、技術提案としては不採用とする提案項目（「□」評価）及び施工不可とする提案

項目（「×」評価）については、履行義務は果たさないものとする。 

  (「□」: 技術提案としては不採用とする提案項目及び「×」: 施工不可とする提案項

目がある場合、監督員は受注者に対し、その旨を工事打合簿等で指示する。) 

 
※ 提出様式等 様式第４号 
・ 記載においては、簡潔、かつ、分かりやすく記述すること。(文字フォント 11ポイン

ト以上、行間隔や罫線枠等の書式変更は不可とする。) 

 

 

【課題の設定例】 

 

 ⋆ 施工中の品質管理方策(品質管理体制、定期的な内部監査方法等)に関する施工上の工夫

について提案を求める。 

⋆ ｺﾝｸﾘの品質向上の観点から、密実なコンクリートの打設、及びひび割れ防止対策に関す

る施工上の工夫について提案を求める。 

⋆ 建物外壁面からの漏水防止対策に関する施工上の工夫について提案を求める。 

 ⋆ 風害、雪害、凍害、塩害対策、地元産材の活用等の観点から、気候、立地条件を十分把

握した上での施工上の工夫にについて提案を求める。 

 ⋆ 騒音・振動対策、飛散防止対策の環境配慮の観点から、工事が周辺環境への影響に及ぼ

す影響の低減に関する施工上の工夫について提案を求める。 

⋆ 施工中における施設利用者等の執務者、第三者に対する災害防止に向けた安全対策に関

する施工上の工夫について提案を求める。 

⋆ 交通規制による渋滞等の社会損失を提言するため、交通規制期間の日数短縮に関する施

工上の工夫について提案を求める。 

⋆ 地域住民とのコミュニケーション方法、建設現場のイメージアップ対策の観点から、工

事への理解促進として有効な提案を求める。 
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別表６ 

 

共同企業体で入札に参加する場合の評価対象者 

 

評 価 項 目 評価基準 

ア  企業

の技術力 

(ｱ)工事実績 当該共同企業体又は代表構成員のいずれか 

(ｲ)工事成績 当該共同企業体及び各構成員 

(ｳ)表彰 当該共同企業体又は代表構成員のいずれか 

(ｴ)労働災害防止対策 

代表構成員 

(ｵ)重機保有状況 

(ｶ)専門工種の施工機械

自社保有状況 

イ  配置

予定技術

者の能力 

(ｱ)資格・経験 

(ｲ)工事成績 

(ｳ)工事経験 

(ｴ)表彰 

(ｵ)継続教育(CPD)の状況 

ウ 地域

社会貢献

等 

(ｱ)災害時における活動

実績等 
当該共同企業体又は代表構成員のいずれか 

(ｲ)道路除雪の実績又は 

建築物の修繕実績 

(ｳ)地域内拠点 

代表構成員 (ｴ)労働福祉 

(ｵ)若手技術者の育成 

(ｶ)市内業者の活用 当該共同企業体 

エ 企業

倫理や信

頼性等 

(ｱ)品質確保の確実性 

当該共同企業体及び減点項目に該当する構成員 

(ｲ)入札契約に関する不

当な働きかけ 

(ｳ)総合評価の不履行 

(ｴ)指名停止措置等 

オ 簡易

な施工計

画 

(ｱ)設計図書の範囲内で

施工上配慮すること 
当該共同企業体 

※１ (ｲ)工事成績の計算例 : 平均点 = (当該共同企業体の実績無 + 代表構成員の実績１件の評定点 

+ 構成員 1は実績無 + 構成員 2の実績 1件の評定点) ÷ 工事件数 2件 

※２ ア 企業の技術力(ｱ)及び(ｳ)について、代表構成員が他の共同企業体で施工した工事は、出資比

率の多寡に関わらず評価の対象とする。また同様に(ｲ)について、各構成員が他の共同企業体で上

げた成績を評価対象とする。 
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別表７ 

 

共同企業体の構成員として施工した工事における実績の評価対象 

 

評 価 項 目 過去に共同企業体で施工した工事における評価対象 

ア  企業

の技術力 

(ｱ)工事実績 

○※ (ｲ)工事成績 

(ｳ)表彰 

(ｴ)労働災害防止対策 - 

(ｵ)重機保有状況 - 

(ｶ)専門工種の施工機械

自社保有状況 
- 

イ  配置

予定技術

者の能力 

(ｱ)資格・経験 - 

(ｲ)工事成績 

○(代表構成員) (ｳ)工事経験 

(ｴ)表彰 

(ｵ)継続教育(CPD)の状況 - 

ウ 地域

社会貢献

等 

(ｱ)災害時における活動

実績等 
○ 

(ｲ)道路除雪の実績又は

建築物の修繕実績 

(ｳ)地域内拠点 - 

(ｴ)労働福祉 - 

(ｵ)若手技術者の育成 - 

(ｶ)市内業者の活用 - 

エ 企業

倫理や信

頼性等 

(ｱ)品質確保の確実性 
共同企業体において、「品質確保の確実性」、「入札契約に関

する不当な働きかけ」、「総合評価の不履行」及び「指名停止

措置等」の評価項目に該当する場合は、共同企業体及び全て

の構成員が当該評価項目の減点の対象となる。 

(ｲ)入札契約に関する不

当な働きかけ 

(ｳ)総合評価の不履行 

(ｴ)指名停止措置等 

オ 簡易

な施工計

画 

(ｱ)設計図書の範囲内で

施工上配慮すること 
- 

※ 共同企業体で施工した工事の実績は、出資比率の多寡に関わらず、評価の対象とする。 
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総合評価落札方式の証明書類早見表 

 

評 価 項 目 証明書類 

ア  企業

の技術力 

(ｱ)工事実績 CORINS(コリンズ) 

(ｲ)工事成績 - 

(ｳ)表彰 表彰状等 

(ｴ)労働災害防止対策 加入証明書、認定(認証)証明書等 

(ｵ)重機保有状況 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書 

(ｶ)専門工種の施工機械

自社保有状況 
車検証、固定資産台帳、契約書等 

イ  配置

予定技術

者の能力 

(ｱ)資格・経験 社会保険被保険者証、資格者証等 

(ｲ)工事成績 
CORINS(コリンズ) 

(ｳ)工事経験 

(ｴ)表彰 表彰状等 

(ｵ)継続教育(CPD)の状況 単位取得証明書 

ウ 地域

社会貢献

等 

(ｱ)災害時における活動

実績等 
協定書、認定証、社会保険被保険者証等 

(ｲ)道路除雪の実績又は

建築物の修繕実績 

契約書（指示書等） 

(ｳ)地域内拠点 - 

(ｴ)労働福祉 

障がい者雇用状況報告書、障害者手帳、社会保険被保険者

証、就業規則、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知

書、登録証等 

(ｵ)若手技術者の育成 年齢(生年月日)が確認できる資料 

(ｶ)市内業者の活用 - 

エ 企業

倫理や信

頼性等 

(ｱ)品質確保の確実性 - 

(ｲ)入札契約に関する不

当な働きかけ 
- 

(ｳ)総合評価の不履行 - 

(ｴ)指名停止措置等 - 

オ 簡易

な施工計

画 

(ｱ)設計図書の範囲内で

施工上配慮すること 
- 

※ 落札候補者は、落札候補者とする旨の宣言又は通知を受けた日の翌日(佐渡市の休日を定
める条例(平成 16年佐渡市条例第２号)に規定する市の休日を除く。)までに、証明書類を提
出すること。 

※ なお、上記資料で確認が困難な場合は、別途、確認できる資料を求める場合がある。 


